
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
　　現在、職員の給与については、市長等の給料月額の減額支給に関する条例（平成２０年益田市条例第５号）及び益田市職員

　給与の特例に関する条例（平成２０年益田市条例第７号）に基づき、平成２１年３月３１日までの間、次のとおり減額措置を行って
　いる。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

Ｈ１9年度

副　　市　　長
教　　育　　長

市　　　　　長

439

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（H１9年度末） H18年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

16.1

Ｈ19年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

実 質 収 支

4,380,975

給与費 B/A

区　　分

18.6236,992

（参考）

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

人 件 費 率

益田市の給与・定員管理等について

52,120

職員数

　　　　　　Ａ

人 件 費

　　　　　　Ｂ

人　

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

23,497,192

（参考）都道府県平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

1,810,479 265,211 748,638

千円

2,824,328 6,709 7,563

管理職手当受給者
上記以外の職員

給料月額

10%
10%
10%
3.50%
0.5～2.0%

区　　　　　分

(H15)
101.3

(H15)
99.7

(H15)
100.7

(H20)
98.3

(H20)
97.1

(H20)
99.6

90

95

100

105

益田市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（Ｈ２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（Ｈ２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（Ｈ２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　　 益田市

うち清掃職員 390,100348,900

類似団体 311,102

経験年数２０年

大　学　卒

経験年数１０年

140,100

140,100高　校　卒

一般行政職

328,639

―

359,764

380,900

370,800 400,000 399,200

367,500 396,900 395,300

平均給与月額

（国ベース）

402,600

341,490

358,985

―

区　　分 平均年齢 平均給料月額

―

398,421340,746

国 41.1 325,113

類似団体 373,445

374,700

国

337,925

284,679

島根県 383,995

407,900

172,200

益田市 345,360

44.1 332,005

平均給与月額

（国ベース）

平均給料月額

388,026

339,000

43.9

区　　分

42.4

平均給与月額

島根県

345,200

312,600

平均給与月額

高　校　卒技能労務職 207,000

区　　　　分

技能労務職

高　校　卒

大　学　卒一般行政職 252,600

207,000高　校　卒

152,600

312,600

―

140,100

国

341,983

経験年数１５年

260,500

304,300

260,500

区　　　　　分

140,100

161,600

益　田　市 島　根　県

172,200

うち技能労務職

うち給食調理員

424,900 469,600 447,10056.8うち運転手

47.1

8

23

268

平 均 年 齢

48.1

44.0

47.1

職 員 数

56

7

18

4,784

58

49.0

48.9

48.3
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（Ｈ２０年４月１日現在）

（注）１　益田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（2) 昇給期間短縮の状況

　

　　　　　　　　％

22.5

30.4
５　　級

　　　　　　　　人

６　　級 課長

部長

82 23.1

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

職員数

主事

標準的な職務内容区　　分

１　　級

４　　級

　　　　　　　　人

80

　　　　　　　　人

108

副主任主事

３　　級 主任主事

　　　　　　　　％

5.9

　　　　　　　　％

21

　　　　　　　　人
２　　級

　　　　　　　　人

11 3.1

７　　級

区　　　　　　　　　　　　分 全　職　種

H19年度

課長補佐

40

　　　　　　　　人

係長

　　　　　　　　％

13 3.7

　　　　　　　　％

11.3

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ 0

普通昇給期間（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

短縮して昇給した職員数

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

H18年度

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 0

普通昇給期間（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人
短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 0.0

0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（H19年度支給割合） （H19年度支給割合） （H19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（Ｈ２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（Ｈ２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（非管理職員）

2.90 1.45

10

0

―１人当たり平均支給額（H19年度）

国

1,730 1,702

１人当たり平均支給額（Ｈ１9年度）

国益　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

国の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（H19年度決算）

支給実績（H19年度決算）

3.00 1.45 2.80

23.50

33.50

47.50

大阪市

支給対象地域

0

支給率 支給対象職員数

0

41.34

益　　　　　田　　　　　市 島　　　　　根　　　　　県

1.45

23.50

33.50

(管理職員）

4,705

10

30.55

59.28

27,563

3.00 1.50

1.60 0.75 1.60 0.75 1.60 0.75

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

47.50
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 (4) 特殊勤務手当（Ｈ２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

（6) その他の手当（Ｈ２０年４月１日現在）

円

支給実績
（Ｈ19年度決算）

国の制度と

千円 467,435管理職手当

税務

18,195

災害応急巡回監視（日中）機動管理

災害査定測量

徴収 日額１５０円

日額１２０円

左記職員に対する支給単価

日額５６０円

35.1

2,927

日額７３０円

特殊勤務手当

機動管理

　　　｜

日額７２０円

災害応急作業（日中）

日額４８０円

危険作業

182,278

（Ｈ１９年度決算）
異なる内容

支給実績（Ｈ１９年度決算）

　　　｜ 機動管理

坑内発掘調査

　　　｜ 機動管理 災害応急作業（夜間）

環境衛生 こみ収集

　　　｜

発掘調査

支 給 実 績 （ Ｈ １ ９ 年 度 決 算 ）

　　　｜

　　　｜

文化振興

機動管理

機動管理

生活福祉

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｈ 19 年 度 決 算 ）

　　　｜ 災害応急巡回監視（夜間）

　　　｜ 機動管理 除雪

下水 し渣処分運搬

　　　｜

文化振興

円

円

千円

28,981

128,554 円

186,258千円

支給職員１人当たり平均支給年額（Ｈ１９年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（Ｈ１９年度）

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

19

平均支給年額
国の制度
との異同

部長10.8/100
課長9.5/100

①配偶者１３，０００円

内容及び支給単価

371

　　　｜

扶養手当

手　当　名

日額１，０９０円

　　　｜ 環境衛生 防疫 日額２８０円

　　　｜ 環境衛生 保健衛生 日額２５０円

　　　｜ 日額２８０円

　　　｜ 生活福祉 福祉外勤 日額１５０円

　　　｜ 環境衛生 鳥獣死骸処理 １件２００円

　　　｜

日額６００円

③配偶者のない職員の
場合の扶養親族１１，００
０円

②配偶者以外の扶養親
族のうち２人まで６，５００
円

247,685千円

日額１５０円

農林水産 鳥獣対応 日額５００円

支給職員１人当たり

日額２００円

日額１２０円

　　　｜ 久城が浜センター し尿処理場槽内等特別清掃 日額２，９００円

　　　｜ 行旅死亡人等取扱 １件２，０００円

④扶養親族のうち満１６
歳の年度の初めから満２
２歳の年度末までの子５，
０００円

異 46,408

同 同 76,287

②持ち家居住者２，５００
円（５年間）

同 23,841住居手当

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、５，３００円～３９，０００
円

通勤手当

同

異

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃４５，
０００円以下は全額
　４５，０００円を超えるも
のは超える額の６０％を加
算した額

①借家居住者２７，０００
円を限度
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５　特別職の報酬等の状況（Ｈ２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

1年につき給料月額の100分の500を支給

1年につき給料月額の100分の300を支給

16,560,000

8,262,000

任期終了後

任期終了後

3.0

3.0

552,000副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額
給

料

492,5001,007,000

区 分 給 料 月 額 等

備　　　　考

助 役

市 長

市 長

817,000

409,500

688,500

　　（Ｈ１９年度支給割合）

560,000

346,500

319,500

期
末
手
当

議 長

議 長

報

酬

副 議 長

市区町村長

議 員

副 市 長

副 議 長

議 員

330,000

247,500

272,300620,000

690,000

　　（Ｈ１９年度支給割合）

退
職
手
当

619,650

828,000

745,200
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（Ｈ20年４月１日現在）

　

4

人

49265 43 0

6.82

6.02

-13

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

退職者不補充

66 -3

355

[       533      ］ [     0    ］

特別会計業務増による

491 -12

70 4

＜参考＞

-13 特別会計へ移管

計

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

28歳 32歳24歳 36歳

～～

未満

～ ～

23歳 27歳

～

人 人

～ ～ ～ ～

56歳 60歳

人人

35歳31歳 59歳 以上

人 人

22 62 54 3674 46 83

368 355

平成20年

職 員 数

平成１9年

小　計

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

20歳 20歳

一
般
行
政
部
門

職員数
0

消防部門

区　分

人

7

人

368

503

66

[       533       ］

69

48歳

～

40歳

＜参考＞

8.08

8.22

-16

52歳44歳

合　　計
＜参考＞

9.42

55歳43歳39歳

人人

47歳 51歳

人

437 421

66 70

小　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

4

―69 73 66

-5 0

１９年 ２０年

70

（参考）

計 数値目標

１７年～２０年

-3 -8

１年目 ２年目

368 355

-14-9

70

-8 -13

公 営 企 業 職員数

平成17年4月1日

494

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

378 369

教　育

一般行政

増減

増減

職員数

522 495

職員数

純減率

職員数 職員数

計画始期 ３年目

１７年 １８年

△ 5.2

67

-24

―

-10

-1

-7

―75 70

計

増減

等 会 計

492 ―504職員数 522 512

4 -3増減

　　　　-35（129.6％） -27

平成22年4月1日 純減数

27
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（H19年度支給割合） （H19年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当Ｈ２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

33.50

47.50

30.55

41.34

59.28

企 業

1.45

0.75

23.50

1.6 0.75

1.45 3.0

1.6

3.0

管理職手当の支給を受ける職員

区分

23.50 30.55

4,705 27,5630 0

41.34

47.50 59.28

減額措置
現在、職員の給与については、益田市水道事業職員給与の特例に関する規程（平成
20年益田市水道事業管理規程第６号）に基づき平成２１年３月３１日までの間、次
のとおり減額措置を行っている。

　　　　　　区　　分 平均月収額

42.4

42.7

33.50

1,890

区　　分 総費用 純損益又は実

平　均　年　齢

819,628 56,346

Ｂ　

基本給

　　　　　　Ｂ／Ａ

企業

339,000団 体 平 均

事 業 者

469,929328,788

１人当たり平均支給額（１9年度）

団体　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（H19年度）

506,555

　質収支

　　　　千円１９年度 千円　

企業 団体（一般行政職・団体平均等）

170,119

Ａ  

1,788

上記以外の職員

給料月額に対する割合

3.50%

0.5～2.0%

職員給与費比率

20.8% 20.8%

19年度の総費用に占

　　　　給与費 　　B/A

千円　 ％

総費用に占める

一人当たり

％

（参考）都道府県平均

める職員給与費比率

一人当たり給与費
区　　分 職員数

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 　　計　　Ｂ
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当
千円 千円19年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

7,088 7,76224 106,504 18,257 45,358 170,119
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ウ

千円

　円

　％

備考

１　緊急業務作業手当の項中、「日中」とは日出時から日没時までの間をいい、「夜間」とは日没時から日出時までの間をいう。

２　日中から夜間にかけて、又は夜間から日中にかけての業務は、夜間の手当を支給する。

エ

千円
千円
千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

5

11,543

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） 100.0

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算） 277

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

危険物取扱手当 全員

水質検査作業等で、塩
酸、硫酸等の危険科学
物質の取扱いに従事し
た日

日額　５００円

緊急業務作業手当 全員

勤務時間外において、
業務上の必要性のため
に緊急に呼出しを受け、
復旧作業等に従事した
日

日中　７３０円　夜間　１，０９０円

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 9,968

徴収業務手当 全員

職員が在勤庁を離れて
関係者と面接し、徴収業
務又は停水業務に従事
した日

日額　１５０円

塩素取扱手当 全員
職員が塩素を注入、抜
取り等の作業に従事した
とき

1回　２５０円

日額　１２０円

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 8,508
職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 370

危険作業業務手当 全員

高所作業、危険箇所で
の作業、チェーンソー、
草刈機等を使用する作
業、その他の危険作業
に従事した日

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 356
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オ

円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（H19年度決算）

3,697 千円 246,472 円扶養手当 同

内容及び支給単価

⑥扶養親族のうち満１６
歳の年度の初めから満２
２歳の年度末までの子５，
０００円

③配偶者のない職員の
場合の扶養親族１１，００
０円

①配偶者１３，０００円

②配偶者以外の扶養親
族のうち２人まで６，５００
円

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

手　当　名 （H19年度決算）

住居手当 同 1,160 千円 231,913 円
②持ち家居住者２，５００
円（５年間）

①借家居住者２７，０００
円を限度

通勤手当

①交通機関利用者
　２ｋｍ以上月額運賃４５，
０００円以下は全額
　４５，０００円を超えるも
のは超える額の６０％を加
算した額 同

②交通用具利用者
　２ｋｍ以上通勤距離によ
り、５，３００円～３９，０００
円

2,383 千円 125,432 円

739 千円 739,152管理職手当
部長10.8/100
課長9.5/100

同
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